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国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針 

 

平成２５年１０月１８日 

 

日本の経済社会の風景を変える大胆な規制・制度改革を実行していく

ための突破口として、「居住環境を含め、世界と戦える国際都市の形成」、

「医療等の国際的イノベーション拠点整備」といった観点から、特例的な

措置を組み合わせて講じ、成長の起爆剤となる世界で一番ビジネスがし

やすい環境を創出するため、「国家戦略特区」の具体化を進める。 

具体的には、医療、雇用、教育、都市再生・まちづくり、農業、歴史的

建築物の活用の各分野において、以下の方針に基づき特例措置を検討、

具体化し、国家戦略特区関連法案を臨時国会に提出するなど、所要の

措置を講ずる。 

 

 

 

１．医療  
 

◇  国内外の優れた医師を集め、最高水準の医療を提供できる、世界

トップクラスの「国際医療拠点」を作り、国内に居住・滞在する外国人が

安心して医療を受けられることはもとより、世界中の人たちがそこで治

療を受けたいと思うような場所にする。 

 

◇  特区内で、「国際医療拠点」として相当の外国人患者の受け入れを

見込む医療機関について、高度の医療水準の確保を条件として、以下

の規制改革を認めるとともに、臨時国会に提出する特区関連法案の

中に必要な特例措置を盛り込む。 

 

（１） 国際医療拠点における外国医師の診察、外国看護師の業務解禁 

・  国際医療拠点において、高度な医療技術を有する外国医師の

受入れを促進する観点から、全国における制度改革として、臨床

修練制度を拡充する。 
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   なお、当該外国医師が従事する医療機関において、外国看護

師が現行の臨床修練制度を活用してチーム医療を提供すること

も可能となる。 

・  また、東京オリンピックの開催も追い風に、今後、我が国に居

住・滞在する外国人が急増することが見込まれる。  

こうした中で、医師に係る二国間協定の対象国の拡大、特区内

に限定して人数枠の拡大、受け入れ医療機関の拡大及び自国民

に限らず外国人一般に対して診療を行うことを認めるといった対

応を行う。 

 

（２） 病床規制の特例による病床の新設・増床の容認 

・  東京オリンピックの開催も追い風に、今後、我が国に居住・滞在

する外国人が急増することが見込まれる。 

・  国際医療拠点で高度な水準の医療を提供する病床を新設・増

床する場合に、特区ごとに設置する統合推進本部で決定した高

度な水準の医療を提供するための病床数の範囲で、都道府県が、

基準病床数に加えることを可能とすることについて、統合推進本

部の構成やその在り方と併せて検討する。 

 

（３） 保険外併用療養の拡充 

   ・  医療水準の高い国で承認されている医薬品等について、臨床

研究中核病院等と同水準の国際医療拠点において、国内未承認

の医薬品等の保険外併用の希望がある場合に、速やかに評価を

開始できる仕組みを構築する。 

 

◇ 医学部の新設に関する検討 

・  医学部の新設については、高齢化社会に対応した社会保障制

度改革や全国的な影響等を勘案しつつ、国家戦略特区の趣旨を

踏まえ、関係省庁と連携の上、検討する。 
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２．雇用  

 

◇ 特区内で、新規開業直後の企業及びグローバル企業等が、優秀な

人材を確保し、従業員が意欲と能力を発揮できるよう、以下の規制改

革を認めるとともに、臨時国会に提出する特区関連法案の中に必要な

規定を盛り込む。 

 

（１） 雇用条件の明確化 

・  新規開業直後の企業及びグローバル企業等が、我が国の雇用 

ルールを的確に理解し、予見可能性を高めることにより、紛争を生

じることなく事業展開することが容易となるよう、「雇用労働相談セ

ンター（仮称）」を設置する。 

・  また、裁判例の分析・類型化による「雇用ガイドライン」を活用し、

個別労働関係紛争の未然防止、予見可能性の向上を図る。 

・  本センターは、特区毎に設置する統合推進本部の下に置くものと

し、本センターでは、新規開業直後の企業及びグローバル企業の

投資判断等に資するため、企業からの要請に応じ、雇用管理や労

働契約事項が上記ガイドラインに沿っているかどうかなど、具体的

事例に即した相談、助言サービスを事前段階から実施する。 

・  以上の趣旨を、臨時国会に提出する特区関連法案の中に盛り 

込む。 

 

（２） 有期雇用の特例 

・  例えば、これからオリンピックまでのプロジェクトを実施する企業

が、７年間限定で更新する代わりに無期転換権を発生させることな

く高い待遇を提示し優秀な人材を集めることは、現行制度上はでき

ない。 

・  したがって、新規開業直後の企業やグローバル企業をはじめと

する企業等の中で重要かつ時限的な事業に従事している有期労

働者であって、「高度な専門的知識等を有している者」で「比較的高

収入を得ている者」などを対象に、無期転換申込権発生までの期

間の在り方、その際に労働契約が適切に行われるための必要な
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措置等について、全国規模の規制改革として労働政策審議会にお

いて早急に検討を行い、その結果を踏まえ、平成２６年通常国会に

所要の法案を提出する。 

・  以上の趣旨を、臨時国会に提出する特区関連法案の中に盛り 

込む。 
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３．教育  

 

◇ 特区内で、以下の規制改革を認めるとともに、これについて臨時国

会に提出する特区関連法案の中に必要な規定を盛り込む。 

 

（１） 公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の設置） 

・  東京オリンピックの開催も追い風に、国際バカロレアの普及拡

大を通じたグローバル人材の育成や、スポーツ・体育の充実など

に係る必要性が増している。 

・  こうした中で、公立学校で多様な教育を提供する観点から、教

育活動の質や公立学校としての公共性を確保しつつ、特区にお

いて、公立学校運営の民間開放（民間委託方式による学校の公

設民営等）を可能とすることとし、関係地方公共団体との協議の

状況を踏まえつつ、特区関連法案の施行後一年以内を目途とし

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 
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４．都市再生・まちづくり  

 

◇ 特区内で、以下の規制改革を認めるとともに、臨時国会に提出する

特区関連法案の中に特例措置として盛り込む。 

 

（１） 都心居住促進のための容積率・用途等土地利用規制の見直し 

   ・  東京オリンピックの開催も追い風に、国際都市として更に進化を

目指す都市設計を推進するとともに、都心居住の環境整備を加

速化するため、特区においては、都市計画決定を特区ごとに設置

する統合推進本部が行い、国が自ら戦略的に都市計画を主導し、

都心におけるマンション建設に際し、オフィスビルに容積を移転す

るなどの特例措置を速やかに講ずる。 

 

（２） エリアマネジメントの民間開放（都市機能の高度化等を図るための

道路の占用基準の緩和） 

・  都市における国際的なイベントの実施や多言語看板、オープ 

ンカフェの設置等の道路空間の有効利用を行うことが可能となる

よう、道路管理者が当該特区計画区域内で道路の占用を許可で

きるようにするための基準の緩和を行う。 

 

（３） 滞在施設の旅館業法の適用除外 

・  東京オリンピックの開催も追い風に、今後、我が国に居住・滞在

する外国人が急増することが見込まれる。 

   ・  こうした中で、外国人の滞在ニーズに対応する一定の賃貸借型

の滞在施設について、３０日未満の利用であっても、利用期間等

の一定の要件を満たす場合は、旅館業法の適用を除外する。 

 

 

 

 

 

 



7 

 

５．農業  

 

◇ 特区内で、以下の規制改革を認めるとともに、臨時国会に提出する

特区関連法案の中に必要な特例措置を盛り込む。 

 

（１） 農業への信用保証制度の適用 

・  農業について、商工業とともに行うものに関しては、金融機関か

らより円滑に資金調達できるようにするため、都道府県の応分の

負担を前提に、信用保証協会が保証を付与することを可能とす

る。 

 

（２） 農家レストランの農用地区域内設置の容認 

   ・  地域で生産される農畜産物又はそれを原材料として製造・加工

したものの提供を行う農家レストランについて、農業者がこれを農

用地区域に設置できるよう、要件を緩和する。 

 

なお、農業委員会と市町村の事務分担、農業生産法人の６次産業化

推進等のための要件緩和についても早急に検討する。 
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６．歴史的建築物の活用  

 

◇ 速やかに全国規模の規制改革を進める。 

 

（１） 古民家等の歴史的建築物の活用のための建築基準法の適用除外

など 

 

・  重要文化財までには至らない各地の古民家等の、いわゆる「歴

史的建築物」（町家、武家屋敷、庄屋等）については、現在、空き

家化や解体等が進展しているが、他方で、宿泊施設、レストラン、

サテライトオフィス等として積極的に有効活用し、地域活性化や国

際観光等に貢献させたいとのニーズが飛躍的に高まっている。 

 

・  また、東京オリンピックの開催も追い風に、今後、我が国に居

住・滞在する外国人が急増することが見込まれる。 

    

・  こうした中で、より多くの歴史的建築物の活用等が円滑に行わ

れるよう、建築審査会における個別の審査を経ずに、地方自治体

に新たに設ける専門の委員会等（歴史的建築物の活用等や構造

安全性に係る専門家などから構成）により、建築基準法の適用除

外を認める仕組みを推進する。 

 

・  また、より多くの歴史的建築物について、消防長又は消防署長

が消防法施行令第32条に定める消防用設備等の基準の適用除

外に該当するかどうかの判断をより円滑に行えるよう、積極的に、

関連する事例を情報共有するとともに、各地域からの相談を受け

付ける仕組みを構築する。 

 

・  さらに、歴史的建築物の活用を全国規模で推進し、地域の活性

化や国際観光の振興を図るため、内閣官房において、府省横断

的な検討体制を整備する。 
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◇ 特区内で、以下の規制改革を認めるとともに、必要な特例措置を講

ずる。 

 

（１） 歴史的建築物に関する旅館業法の特例 

・  地方自治体の条例に基づき選定される歴史的建築物について、

一定の要件を満たす場合は、旅館業法上の施設基準の適用を一

部除外する。（例えば、ビデオカメラや２４時間の連絡窓口が設置さ

れる場合などはフロントなしでも認めることなど） 
 

 




